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ＲＩＳＴＥＸ 平成２５年度  

コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン ３ 

第３回領域シンポジウム 

 

平成２６年２月１１日 火・祝 

１３：００－１８：００ 

日経ホール 

 

Redesigning Communities 

for Aged Society 

 

Research Institute of Science  

and Technology for Society 

(RISTEX) 

社会技術研究開発センター 

 

プログラム から 

基調講演 「日本「再創造」 ―活力ある長寿社会へのイノベーション―」 

小宮山宏      

株式会社三菱総合研究所理事長/プラチナ構想ネットワーク会長/東京大学総長顧問  

研究開発領域について 

秋山弘子 領域総括/東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

平成２３年度採択プロジェクト成果報告 

平成２４年度採択プロジェクト ショートトーク 

ポスターセッション（平成２３、２４年度採択プロジェクト） 

パネルデスカッション・フロアとの意見交換 

「コミュニティの高齢化課題解決リソースセンター」構築に向けて 

進行・秋山弘子 パネリスト・村上周三 斉藤徹 井上剛伸 木村清一 関根千佳 
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基調講演 「日本「再創造」 ―活力ある長寿社会へのイノベーション―」 

小宮山宏               

（株式会社三菱総合研究所理事長/プラチナ構想ネットワーク会長/東京大学総長顧問）  

 ＲＩＳＴＥＸ―１ 

◎「研究開発領域について」 

秋山弘子 

（領域総括 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授） 

秋山でございます。ご参加いただいた方のリストを拝見しま

すと、関東近辺ばかりでなく、北海道からまた九州・関西から

もお出でいただきまして、まことにありがとうございます。 

小宮山先生から２１世紀の課題といわれております環境の

問題、人口の高齢化の問題、人類史の転換期にある今日、どう

いう戦略をとるべきであるかということについてのお話をい

ただきました。これからわたくしどもの助成しておりますプロジェクトの報告にはいりま

すが、それに先立ちまして、この「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン」の概

要を簡単にご説明させていただきます。 

この領域には、大きく分けて二つの目標がございます。 

ひとつは、これから高齢者が３分の１になる時代がまいりますが、高齢者が増えること

が問題なのではなく、みんなが元気で生産活動に従事できれば何の問題もないわけなので

す。いかにして自立期間を長くし、アクティブに生活するか。社会の支え手になることを

どのようにして実現するかということ。もうひとつは、みんながＰＰＫでというのは現実

的ではなくて、少し弱っても安心して快適に生活できるような社会を実現すること。大き

くわけてこの二つの課題をコミュニティの中で洗い出して、それをコミュニティの中で研

究し解決法を開発していく

のが目標でございます。 

それを大学とか自治体だ

けではなく、関わる人たち

がステークホルダーとして

連携をしながら取り組んで

いく。このふたつを条件に

して、全国から公募いたし

ました。 

３年にわけて図のような

１５のプロジェクトを採択

いたしました。平成２２年
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度に４つ、この４つについては昨年に終了いたしましたので、３月７日に別のシンポジウ

ムを設けて、今後の展開を含めてご報告する予定にしております。２３年度の５つ、２４

年度の６つの１１のプロジェクトのご報告を、きょうこれからさせていただきます。 

選考に関しましては、あらかじめ高齢者の健康度、元気な方から虚弱な方までを留意し

た上で、ハードのインフラだけではなく、社会の制度しくみのソフトの面、その両方を軸

として見直をし解決していかなければいけない。高齢社会でのさまざまな課題を設定した

上で、なるべく網羅する形でプロジェクトを選考いたしました。 

北海道を除いて各地にフィールドがございます。たびたびサイトビジットをしておりま

すが、実際にこのような形で活動が進行しております。 

進めるに当たって三つの「領域内委員

会」を設定しています。 

ひとつは「アクションリサーチ委員

会」です。これに関してはかなり議論を

してまいりました。コミュニティにおけ

るアクションリサーチを科学的な研究

方法として確立すること。かなり頻繁に

委員会を開いておりまして、目標としま

しては、アクションリサーチの入門書の

出版をするための執筆をしています。こ

れによって論文が書ける。さらに審査する側の方にも研究方法として広く知っていただく

ために入門書の出版を予定しております。 

次に「情報発信委員会」です。これはプロジェクトでつくられた成果を、コミュニティ

づくりの課題解決のプロセスとして克明に記述してそれを伝えていく。うまくいくところ、

うまくいかないところがあるわけですが、それを解決するプロセスを詳細に記録して、現

場にきて見学していただくだけではなしに、これからまちづくりをする方たちに共有でき

る形で発信していこう。ということで、「情報発信委員会」のフォーマットにもとづいて記

録して、近い将来、ｗｅｂから発信していこうと思っております。 

もうひとつが「ネットワーク委員会」です。これについてはこの後のパネルディスカッ

ションで議論をしたいと思います。まずはわたくしどもの１５のプロジェクトの有機的な

ネットワークをつくる。それと同時に、小宮山先生の「プラチナ構想ネットワーク」、村上

先生が座長をしておられる内閣府の「環境未来都市」、そして東京大学の高齢社会総合研究

機構でやっているまちづくりなど、組織的にまちづくりの課題を解決している同じような

事業活動がたくさんございます。共通するものをネットワークして、「リソースセンター」

をつくって、経験を共有し、成果をあつめて利用する「リビングラボ」につきましても、

のちほど議論をさせていただくことにして、想定内のことですけれど時間も押しているよ

うですので、プロジェクトの報告に移らせていただきます。 
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平成２４年度 採択プロジェクト ショートトーク 

報告１ 

「高齢者ケアにおける意思決定を支える文化の創成」 

清水哲郎（東京大学大学院人文社会系研究科特任教授） 

 

 

 これまでの発表は研究成果でしたが、わたくしのところは、いま何をやっているか、ど

ういうものをめざしているのかの話になります。 

「高齢者ケアにおける意思決定」ということですが、わかりやすい例では口から食べられ

なくなった時にどうするか。本人が自分で考えらえない場合、家族にとっては大きな問題

です。どこで暮らすか。自分の家で最後までと思っていてもできない場合もある。「高齢者

ケア」をめぐっては選ばなければならない。意思決定が必要です。 

「それを支える文化の創成」ですが、だいたいが初めての経験ですから、どう考えてどう

したらいいかわからない。何かサポートしてくれるものがほしい。「支える文化の創成」で

す。本人・家族の意思決定を支えるということで、ケアの方がサポートするにしても、在

宅ケアにしても、周囲の社会がどういう考えをもっているかが影響します。そこで意思決

定しやすいようにみんなの考えをアップデートしていく。本人のための「プロセス・ノー

ト（心づもりノート）」を開発する。そこに入れ込む内容のアンケート調査をしています。 
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平成２４年度 採択プロジェクト 報告２ 

「認知症高齢者の医療選択をサポートするシステムの開発」 

成本迅（京都府立医科大学大学院医学研究科精神機能病態学講師） 

 

 

 わたし自身は精神科医で、認知症の方を中心に診療しています。 

認知症の方は徐々に進行しますので、ご本人の意思が発せなくなって、終盤になるとか

らだの病気が増えてきます。他の診療科の先生には本人がどんな医療を受けたかったのか、

どんな最後を迎えたいと思っていたのかがわからない。そこでこういう課題に取り組む必

要があるのではないかと考えました。プロジェクトはふたつ。「同意能力判定ツール」の開

発と「意思決定プロセスモデル」の開発です。 

「ツール」に関しては、認知症の方は徐々に能力が下がってくる。本人の意思決定の能力

がどこまで低下しているのか、どういうサポートが必要なのかのガイドラインをつくる。

地域の方、病院の医師・看護師が評価できるツールをつくっています。 

「プロセス」のほうは、徐々に衰えてくると地域と病院を行ったり来たりするようになる。

まず地域で把握してそれを病院側に伝えてで考えて、みなが意思を統一して対処できるプ

ロセスをつくること。 

プロジェクトの特徴としては、さまざまな関係者、たとえば成年後見人を務めている司

法書士の方、弁護士の方、地域包括ケア支援センターの方、訪問看護の方、ケアマネジャ

ーの方、病院のほうは医師、看護師、ソーシャルワーカーなど、多職種で認知症を支えて

おられるみんなで検討しています。現在はガイドラインの形が見えてきたところです。 
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平成２４年度 採択プロジェクト 報告３ 

「健康長寿を実現する住まいとコミュニティの創造」 

伊香賀俊治（慶応義塾大学理工学部教授） 

 

 

 

 専門は建築・都市の環境工学です。テーマの社会実装の対象地は高知県檮原（ゆすはら）

町で、愛媛との県境の山の中の町です。人口は３７００人、６５歳以上が４割を超えてい

て、日本の平均の４０年先を歩んでいる町です。１人住まいの高齢者が２割。具体的にど

うするかで住民といっしょに取り組んでいるところです。 

１０年前に町役場の設計で、建物との関係から町に出入りするようになり、以後６０回

ほど訪れております。この町では「みずからの健康はみずから守る」ということで、３５

年来、「健康推進員」という町の人が順番に周りの方々の見守りをする活動をつづけてきた

町です。これまでは生活習慣を改善して健康を守っていこうという取り組みでしたが、そ

れに「住環境」の都市工学的な面が健康にどう関係するかで追跡調査をおこなっています。

４年前の調査から「住まいとコミュニティ」という要素を入れて、さらに昨年１２月から

このプロジェクトで「住んでいる住宅が健康状態をどれくらい規定するか」が加わり、部

屋の温度・湿度、居間は暖かいがふろ場ほかは外と変わらない。そこで多くの方が脳梗塞、

心筋梗塞で倒れているという実態の調査。血圧、睡眠の状態、体温の調査。同時に小宮山

ハウスより性能のすぐれた断熱の住宅に模擬転居をしていただいて介入調査をおこなって

います。高齢の方は体をよく動かすし、

野菜も採っていて健康です。県の高齢

者１人当たり医療費の半分で済んでい

ますが、問題は子どもたち。小学生中

学生に活動量計をつけてもらっていま

すが、いかに運動不足であるか。子ど

もの体づくりにも介入の効果が現われ

て、終了時点には町の実事業として継

続されるよう取り組んでおります。  
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平成２４年度 採択プロジェクト 報告４ 

「広域避難者による多居住・分散型ネットワーク・コミュニティの形成」 

佐藤滋（早稲田大学理工学術院教授 総合研究機構都市・地域研究所所長） 

 

 

 福島第一原発事故で、分散して避難生活をしなければならない人が多数発生したわけで

すが、そのなかでも浪江町は、分散の度合いが高く、さまざまな条件を持っていて、被災

地のなかでも典型的な要素を複合的に持っている地域です。この方々が二本松市に役場と

コミュニティ施設を立地して、そこに仮設の団地がたくさんできているわけです。 

当初は早期にふるさとに帰還するという政策で進んでいたのですが、現実には住民の

方々はこういう分散した生活が長くつづくだろうという思いでしたが、再生の道筋がまっ

たく見えない。２０１１年９月から関わりまして、２０１２年４月からは町のリーダー格

の人びとのＮＰＯや仮設の生活サポートセンターを運営するＮＰＯなどといっしょに復興

を具体的に検討してまいりました。そこで出てきたのが「ネットワークコミュニティ」構

想です。分散していても、仮設、「ふるさと」の再生、公共施設がきちっとネットワークを

通じて統合できていれば、耐え忍ぶばかりでなく将来のあるビジョンになる。それから「連

携復興」という考え方です。浪江の方の「町外コミュニティ」を二本松が受け皿として支

える。この二つが連携する「二本松・浪江連携復興支援センター」が立ち上がり、移動手

段などに取り組んでいます。ポスターをご覧になってアイデアをいただければと思います。 
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平成２４年度 採択プロジェクト 報告５ 

「認知症予防のためのコミュニティの創出と効果検証」 

島田裕之（独立行政法人国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター自立

支援開発研究部自立支援システム開発室室長） 

 

 

 われわれのテーマは、高齢期の大きな問題である認知症です。できるだけ認知症になり

にくい街をつくることができるのかに挑戦するものです。原因疾患である脳卒中など、こ

れらの病は根治できないので、かからない予防の観点が大事。そのうちでインパクトのあ

る方法はいろいろな活動をすること。家に閉じこもることなく毎日外に出て活動をする。

そういうライフスタイルを確立すること。国も戦略研究ということで運動による認知症予

防に取り組んでいますが、人気がなくてやってくれる人が少ない。より魅力的なプログラ

ム、多くの人がすすんで参加してくれるスキームをつくっていきたいと思っています。 
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平成２４年度 採択プロジェクト 報告６ 

「２０３０年代をみすえた機能統合型コミュニティ形成技術」 

小川全夫（特定非営利活動法人アジアン・エイジング・ビジネスセンター理事長） 

 

 

 ２０３０年代の日本はどういう社会になっているか。人口が１割ほど減る。働く世代が

２割減る。子どもは増えない。高齢者が３割ほど増える。そういう社会を今のままのしく

みで乗り切ることはむずかしい。対応策として、わがこととして「おたがいさま」で解決

していく支援技術の開発がねらいです。実証フィールドは福岡市。三つの地域を選びまし

た。「郊外の住宅団地」。次の時代のコミュニティの主人公として病院、学校などを取り込

む。「集合住宅」。新しい住民の声を「コミュニティ・カフェ」でとらえる。新しい「アイ

ランドシティ」。健康未来都市のコンセプトで運動を展開。さらには取り組みを支援する「中

間支援機能」をもつ組織づくりを、行政、事業所とフォーラムを形成してすすめます。 


